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食の安全モデルの 成立と新ビジネス 環境への適応。 について 

0 高橋 浩 ( 宮城 大 ) , 渡辺 千匁 ( 東工大社会理工学 ) 

日本人の寿命はこの 半世紀 ( 日召 和 22 年づ平成 ぇ h 午 ) で 

約 30 年伸びた。 経済成長で生活が 豊かになるとともに、 

健康な生活環境とそれを 支える食生活が 実現した。 この 

結果、 現在では全国どこでも、 季節を問わず、 誰でも簡 

単に多様な食物を 愉しむことが 出来るようになった。 最 

近 では更にニーズの 多様化により、 美味しいものを、 簡 

便に、 の志向が高まり、 これを実現するための 対応の結 

果、 食物を供給する 生態系はきわめて 異常な状態になっ 

てしまった。 消費低迷によるコスト 競争の激化も 加わり、 

食品供給はバローバル 化や分業化による 効率化が強力に 

進めら、 その結果、 日本の食料自給率は 6 年連続、 4 0%0 

台 を横ぱいする 事態に到った。 この状態は食料の 将来に 

渡る確保に不安があ るだけでなく。 豊かな食生活の 前提 

となる食の安全に 関しても極めて 脆弱な構造であ ること 

を 意味している。 

そのような状況の 中で 2001 年日本でも 轄 S E が発生し 

た。 食の信頼を失わせた 直接の引き金は 迅 S 包にあ った 

が 、 それ以前から 食の信頼を失わせる 構造的課題が 背景 

にあ った。 

i) @ 食の外部化」が 進み。 生産者と消費者の 距離が拡大 

外部化には r 消費者の外部化」 ( 外食を取ることの 増加、 

調理済み食品活用の 増加 ( 中食 )) と r 原料。 製品の覚部 

化 l ( 主として海外からの 調達の拡大 ) の 2 つがあ り、 ど 

ちらも拡大した。 外食は平成 珂 年頃 をピークに下がりだ 

したが、 コンビニ弁当などの 中食が登場し、 消費者の選 

択肢が増えたのが 原因で。 外食。 中食合計でぼ 丑 4% 程 

度 にまで到達し、 現在平衡状態を 保つている。 ほぼ限界 

に達したと考えられる。 

一方、 @ 原料。 製品の覚部化 @ は農作物、 加工食品の輸 

入が主であ る。 輸入にも色々な 段階の輸入があ る。 図 て 

の色が濃くなっている 部分が輸入であ り。 生鮮品 

-- 部 加工品輸入。 完成品輸入などとあ る。 この結果。 フ 

一ド チェーンは複雑になり、 7@ ド チェーンの種々の 段 

階での輸入品混入とともに 消費者ニ @ ズに合わせた 販売 

形態の多様化も 進んでいる。 これらがフードチェ - ン を 

一層複雑なものにし、 消費者はもとより、 生産者、 販売 

業者にとってもフードチェーンをブラックボックス 化す 

る要因となっている。 

図 ] : フード。 チヱ一ンの 概要 
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費妾 

日本は輸入品の 金額が増加しているだけでなく 他国に 

比してより遠距離 人も多い傾向があ る。 このような 距 

離 が拡大する傾向ぼ 海外 人品に限ったことではない。 

国内市場においても 国内農産品が 海外からの輸入品と 厳 

しい競争にさらされた 結果、 効率化が可能な 特定国内産 

地から国内全地域に 配送するケースが 増加している。 こ 

れが全体として、 フード チヱ一ンの ブラッタボックス 化 

に一層拍車をかけ ろ 結果となっている。 

2) 想定できない 危 の 発生と新技術の 登場 

BSE が当初、 英国で発生した 際にほ何が原因か 分からず。 

対応 は 後手に回った。 その結果、 英国における 

生 件数は実に累計で 28 万 443 五頭にも達した。 

完全な防御も 出来ないまま。 結局 は 世界中に伝播してし 

まった。 後に肉骨粉が 原因の つと分かったが、 それ 以 

前に英国は肉骨粉を 世界中に 出してしまっていた。 肉 

骨粉は 、 肉を取り尽くした 骨などを粉砕して 飼料として 

利用するもので、 言わば牛が牛を 食べることであ り、 従 

来このような 利用法 は なかった。 飼育 牛 ビジネスの効率 

化の過程でこのような 問題が登場してきたものであ る。 

今後も地球人口増加と、 経済成長で生活が 安定した中国、 

インドなどの 市民が食の欲望を 満たそうとするから、 食 

のグローバル 化と効率化け 止まるところを 知らず、 その 

結果、 今後も想定もっかない 危機現象が発生する 可能性 
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ほ 高い。 烏 インフルエンザ。 遺伝子組 換 技術による農産 

物の育成などから 見て危機はますます 高まると考えられ 

る。 

ところが、 これらの危機に 対する対応は。 各国でてん 

でバラバラであ る。 各国の食の文化は 異なるので、 国民 

性などの違いもあ るが。 その他に、 食品産業の各国にお 

げる位置づけなどで 大きく異なる。 日本は食糧 品 輸入園 

で食品産業の 国際競争力が 弱く、 基本的に国内需要向け 

産業なので、 消費者第一に 考える面があ る。 一方。 米国 

は 世界最大の食料品輸出国で、 競争力の維持の 観点 

から企業優先の 方針が強く出る S E に対しても。 日 

本の靭 S E 発生件数 2 8 頭に対し。 米国ほわずか 2 頭に 

過ぎない。 日米の BSE 発生報告 数 を表 1 に示す。 

表 1 日米の BSE 報告件数の推移 

20 ㏄ ㏄ 02 2003 2004 2 ㏄ 5 ㏄ 06 合計 
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米国ば英国から 肉骨粉を輸入していた。 それにも関わら 

ず 何故このように S E 発生件数が少ないのか。 きちん 

S K の可否を検査していないのではないか。 日本側 

から見た際のこのような 疑問が日米間における 米国 牛 輸 

入再開問題の 底流にあ る。 このような背景にあ るのは、 

米国が消費者向げと 共に生産者への 配慮が強いことがあ 

手組 換 技術もどんどん 使って手間がか 

も良くなる生産方法を 積極的に導入し、 

競争力のあ る製品を 発 。 生産しょうと 動いている。 そ 

の結果として。 米国食料品輸入国の 消 

れる懸念があ る。 生産者と消費者の 立 

を未然に防ぐに は 、 食料品の検査技術 

ゆ №、 無機元素、 安定同位体など D の進歩が大変重要だ 

が、 高度な技術の 普及範囲 は 限定される。 こうして、 技 

よって、 生産地から消費者まで、 物品の生産。 流通の履 

麗情報を伝達する 仕組み、 と 解されている。 トレーザ 

ビリティ。 システムを一殿的に 考えると、 特に原材料の 

種類が多く加工工程が 複雑な製品は、 各工程の作業記録、 

保存が煩雑な 作業となり、 極めて複雑になる。 そこで。 

トレーサビリティ。 システムを導入しょうとしても、 現 

場 作業者への負担が 増加し。 投 金額も嵩むため、 消 

者へのアピール 効果。 リスタ ヘ ジ 効果と作業負担 コ 

スト負担とのトレードオフが 問 になる。 食品は単 

安いので、 このトレードオフが 深刻になり易い。 一方、 

食の安全は ユ ． ほ じめにで述べたよ う 

ではあ るが、 極めて本質的な 危 

レードオフ問題は 根深く。 トレーサビリティは 話題にな 

いものの、 ちっとも普及していない。 との認 

識を持たれることも 多い。 しかし、 このような認識は 正 

しくないと考える。 トレーサビリティは 次のように考え 

るべきであ る。 

トレーザビリティはそれ 自体で安全を 増す手段ではな 

く 、 一旦事故発生時に 回収 囲を限定できることなどで、 

被害を最小化する 手段であ る。 地震における 住宅耐震強 

度工事、 津波における 護岸工事。 津波予知システム。 火 

事における消防設備、 に類するものであ る。 これら泣い 

ずれも地球の 仕組み ( 地震発生メカニズム ) 。 自然への恐 

ね 。 人 闘心理への理解 ( 放火の可能 ) など多面的学習 

と 危機の経験によって 事前準備の必 牲が 認識され。 そ 

用 負担に納得して 現在に到っている。 食の安 

全のためのトレーサ ビ リディは、 本質的にこれと 同じ側 

面があ る。 まず食の安全について 理解し。 目的に沿った 

トレーザビリティが 導入されなければならない " 事故発 

生時に目らの 身の潔白を証明するための 企業自己防衛も 

あ るし、 消費者に安心してもら う ためのアピールとして 

の 情報提供の場合もあ る。 また、 これらは独立ではなく、 

相互に関係している。 あ る企業が独自にいくら 身の潔白 

を証明したところで、 火事に延焼があ るよ う に、 一旦 事 

術と ビジネス。 売り手と買い 手。 消費者とグローバルに 散発生時には 風評被害に巻き 込まれ、 地域全体が事故に 

販路を開拓する 企業間に緊張が 高まり、 絶えず変化して 影 された状態にされてしまうこともあ る。 

行く傾向が見える。 このような環境が 食の安全を脅かす そこで。 何らかの公的ルールが 必要になる。 甜は BSE 

根本原因であ る。 このような中で 公的ルールを 定める標 による被害が 甚大だったこともあ り、 あ らゆる食品につ 

準の役割も新たな 展開が求められる。 いて法的ルールを 整備する方向に 向かっている。 渕は大 

規模農業が多く、 記録負担が少や [ 契約社会の伝統とし 

て ) 証明のために 記録することへの 抵抗感が少 い 。 こと 

などが背景にあ る。 一方，米国はトレーザビリティ 実現 

    レーサビリティは 既存の商 流 、 物流の枠組みに。   にいずれ lc タグ ガ される際のプライバシー 侵害など 

品に貼布 した - I C タグ、 2 次元バーコードなどの 手段に の懸念が最初から になってしまい、 他国でほ実施さ 
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れている牛のトレーザビリティに 対応する法律すら 批准 

できず、 現在。 自主管理にまかされている。 

日本はこの中間に 位置し 、 田の経験を研究し 出来るだ 

けきちんとした 準備をしてはいるが。 睡のように全てを 

法的ルール化するのにも 抵抗があ り、 牛 以外 は 自主管理 

に任せる方針であ る。 その一方で、 BsE 発生時の国民の 不 

実感を極力和らげるため、 世界に例を見ない 金頭検査に 

踏み切るなど、 消費者ニ @ ズの強さ、 それに対する 配慮 

の強さなども 判明している " このように、 ㌃レーサビリ 

ティ定着に泣本質的に 一筋縄では行かない 

単にこのまま 放置しておいても。 トレーザビリティの 普 

及が進んだり、 リスクが減少したりすることは 想定でき 

ない。 そこで、 実証実験という 手段を使いながら、 - 力 

発 。 他方では関係者の 教育。 啓蒙活動を行っ 

ている。 技術。 教育。 啓蒙をかね備えた 実証実験をこれ 

ほど大規模に 実施しているのは 日本のみであ る。 

3 。 トレ一歩ビジティ 実証 実 

トレーザ ビぴ ティ実証実験は㏄㎝ 年度から開始さ れた 。 

初年度ほ 2 プロジ ヱ タトで始まったが。 翌年からほ公募 

の仕 綬 みが整備され " お暖 年度には 鰭 件の応募に 7 件採 

用。 以下。 ㍑ 件 採用 /60 件応募 (20 館年度 ) 、 3 件採用 花 4 

件応募 ( 鴉鋒 年度 ) 。 B 件採用 /35 件 応募は 005 年度 ) と 

続き。 お㏄年度は 5 件採用 ハ 9 件応募であ った。 

2001 年度から㏄㏄ 年度までの 3 年間。 2004 年度以降、 

で目的。 タイトルが変更になっており、 現在実施中の : ュ 

ビキ タス食の安全。 安心システム 開発事業」 ほ 、 初潮の 

トレーサビリティ。 システム導入の 段階を終え、 如何 @ こ 

現場にトレーサビリティ。 システムを普及。 拡大させて 

いくかに目的が 移っており、 求められる提案内容も。 提 

案組織のメンバー 構成も目的との 合致が採用の 決め手と 

なっている。 採用されれば 一件数億円の 予 

ステム開発。 実証実験の後、 その成果は公表が 義務付け 

られている。 この仕組みで 既に 5 年間の蓄積があ るので、 

採用を継続しているプロジェクトはレベルを 向上させて 

おり。 他グループ、 および業界全体への 影響力があ り、 

実質的デファクト 標準生成の過程とも 成り得ると見られ 

る ( 表 2) 。 

その中の代表的プロジェクト 分析からトレーサビリテ 

ィをサービスとして 定着させるのにキ ーど なると思われ 

る 2 つの側面について 紹介する。 

1 ) コード系とサービス 

表 2 : トレーサビリティ 実証実験一 

モノ と清 報の接点となるコード 系の選択が重要になる。 

情報は @ 製造の情報」 づ @ 物流の情報」 づ 「小売の清 報 」 

づ : 販売の情報」の 流れがあ る ( 図刃 。 これを - 一貫した 

コード系で実現する           想 だが、 食の安全の観点でほ 

情報の意味の 深さが ( アレルギー情報の 表示形態の複雑 

さなど ) 極めて特異で。 お客様の生活と 関連の深い「 小 

売 の 清報 」。 : 販売 lD 清韓」では 他と 一体化できない。 と 

いうのが現場の 実態であ り、 複数実証実験プロジェクト 

における共通認識となってし 。 る 。 このため図 2 の「小売 

売の情報」の 世界で日本独自の 安全に向けた 

様々な工夫が 行われている ( 例 : 複数コード混在、 独自 

DBL 。 これが日本の 食の安全に対する 取組みが 消 

けて木目細かい 対応が進んでいる 背景であ る。 

図 2 : トレーザビリティに 関わる   清 報の流れの概念図 

ヱ
ぬ
 

2) 食におけるリッチ 体験 

また、 トレ - ザビリティ導入負荷を 軽減させるため、 

トレーサビリティを 契機とした商品の 価値増殖が欠かぜ 

ない。 トレーザ ビ リディはネットワ - ク型インフラなの 
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で 。 これを活用したリッチ 体験を利用者に 提供する方法 

が 考えられる。 ? 肖 者は購入した 食品の珪を出発点とし 

て、 極めて廉価に 多様なデータを 活用出来。 且 つ 満足が 

得られるデータが 公開されていれば。 リッチ体験を 経験 

できる。 但し 、 消 者が真に知りたい 情報は商品個体 @ 々  

ンスタンス ) の属性情報ではなく、 個体をグループ 化し 

たクラス属性に 対応する情報であ る ( 図 3) 。 

nJ 図 " クラス " に着目した情報ナビゲーション 

ぅ 消費者ニーズにフィットする 市場開拓の可能性があ る。 

このような活動の 活発化がトレーサビリティの 負担軽減 

に有用なだけでなく、 商品価値を高めるザイクルに っが 

がり。 トレーザビリティ 定着に有用な 影響を与える。 但 

し、 先述のように 金の世界はグローバル 化、 効率化がも 

のすごい勢いで 進んでいる。 丁 0 交渉に見られるよ う 

に 一層の自由化も 求められる。 日本にもチャンスのあ る 

食に関わるサービス。 イノベーションと 標準化の接点を 

どこに求めるかが 課題となっている。 

トレーサビリティは lc タグ登場により、 食の安全だ け 
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推進の手段として 幅広い適用が 検討され、 標 

準化も進んでいる。 しかし、 食の安全にトレーサビリテ 

ィを適用してみると。 物品の製造、 流通、 在庫などで は 

捉えられない 側面があ る。 一方、 公的ルールが 必要なの 

も事実なので。 肝 CGlobal での標準化活動などと 異なる 活 

動も取組まれている。 ISO ハ C34( 食品 ) がその一例であ る。 

ここで は トレーサビリティ。 システムの選択に 関わる 
  

lSo/DIS 22005 r 飼料および食品チェーンにおけるトレー 

例えば消費者が 夕張メロンを 買った場合。 メロン個体 サビリティーシステム 設計および実施に 関する --- 般原則 

のトレーサビリティ 情報 ( 個体情報 ) 確認の後には、 タ と基本要求事項 : などが検討されている。 分野がより 消 

張 メロンに関わる 生産地域の地   清報 、 歴史情報、 同じ 愛者向けサービスにシフト し 、 目的を保証するシステム 

夕張メロンという 商品 ( 個体ではない ) を購入した 他 消 の信頼性を担保する 側面が重視されると。 システム認証 

賢者の評価情報、 関連する消費者動向を 示す情報。 など 的標準の必要性が 増す。 その透明性のため、 第三音認証 

であ る。 これらの情報を 効率的に提供することで。 商品 機関の役割も 重要になる。 産業の ザ一 ビス化に合わせ、 

の 価値が高まり、   清韓によって 価値が高められた 食品を このような配慮が 重要な標準化分野にも 目を向けること 
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